
2022年度 春 要望調査票
青年海外協力隊 / 海外協力隊 / 日系社会青年海外協力隊 / 日系社会海外協力隊

要請番号（JL01822A08）

国名 職種コード 職種 年齢制限 活動形態 区分 派遣期間 派遣隊次

タイ I102 障害児・者支援 20～45
歳のみ 個別 新規

3代目 2年 ・2022/4 ・2023/1 ・
2023/2 ・2023/3

  

【配属機関概要】

1）受入省庁名（日本語）

教育省

2）配属機関名（日本語）

カンチャナブリー聾学校

3）任地（ ｶﾝﾁｬﾅﾌﾞﾘｰ県ﾑｱﾝｶﾝﾁｬﾅﾌﾞﾘｰ郡 ） JICA事務所の所在地（ バンコク都 ）

任地からJICA事務所までの交通手段、所要時間（ 車 で 約 2.0 時間 ）

4）配属機関の規模・事業内容

配属先は、全国に20校ある聾学校の一つである。1996年に聴力障害がある児童のための教育機関として設立された。タ
イ中央部及び西部出身の7歳～20歳までの191名(幼稚部～高校部)が在籍している全寮制の学校である。職員数は53名。
職業訓練コースとして、これまでに、バンコク、チョンブリー県、ノンタブリー県、ロッブリー県、チェンマイ県の聾
学校にJICA海外協力隊が派遣されており、同校には10年以上前に養護、2016年度1次隊で障害児・者支援隊員が派遣さ
れていた。

【要請概要】
1）要請理由・背景

タイ政府は、障害者の生活の質の向上に関する法律を定め、雇用主の障害者雇用を義務化したり、職業訓練、教育、情
報支援といったサービスの向上を図っている。その中で同校は、卒業後に就職ができるように職業訓練に重点を置いて
いる。その一つの取り組みとして、アートを取り入れた授業を導入し、子どもたちの新たな才能の発掘や子どもたちに
とって将来にわたり役立つ技術を習得させたいと考えている。現在もその取り組みはなされてはいるが、日本の手法や
現在の担当者の持っていないスキルを取り入れた授業展開ができることで、子どもたちの可能性をさらにひろげること
が期待され、本要請に至った。

2）予定されている活動内容（以下を踏まえ、隊員の経験をもとに関係者と協議して計画を立て、柔軟に内容を変更しな
がら活動を進めます）

配属先と協議の上、下記のような活動を実施する。
1.生徒たちが自身の新たな能力に気づき、将来にわたり美術を楽しむ心を育むことができる授業を同僚教員とともに実
施する。
2.日本の教育手法や教授法を紹介しながら、同僚教員とともに生徒たちにとってよりよい授業のあり方を考える。
3.アイデアを出し合い、同僚教員とともにアートセラピーに使用する教材などを作成する。
4.同僚教員とともに、日本文化紹介や展覧会など学校行事を企画し運営する。
5.学校生活の様々な場面で生徒とコミュニケーションを取り、生徒の社会性を育む一助となる。

3）隊員が使用する機材の機種名・型式、設備等

コピー機等事務機器 美術用具(絵具等)

募集終了

https://www.jica.go.jp/volunteer/
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL01822A08_1.jpg?t=1653029703
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL01822A08_2.jpg?t=1653029703
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL01822A08_3.jpg?t=1653029703


4）配属先同僚及び活動対象者

配属先同僚:
校長 50歳代 女性(経験年数30年以上)
教員 53名
美術担当者 女性30歳代 経験17年
女性20歳代 経験1年
活動対象者:
生徒 191名( 聾者:精神障害者=1:2)

5）活動使用言語

タイ語

6）生活使用言語

タイ語

7）選考指定言語

言語問わず(レベル:D)

【資格条件等】
[免許]：（特別支援学校教諭）
　　　　（中学校又は高等学校教諭（美術））

[性別]：（女性）　備考：配属先の希望

[学歴]：（大卒）　備考：同僚のレベルに合わせるため

[経験]：（実務経験）3年以上　備考：日本の教育手法を
紹介するため

[参考情報]：

　・造型、絵画、装飾に関する知識や指導経験。

　・アートセラピーに関する知識や指導経験。

任地での乗物利用の必要性

不要

【地域概況】
[気候]：（熱帯モンスーン気候）　気温：（22～38℃位）

[通信]：（インターネット可　　電話可）

[電気]：（安定）

[水道]：（安定）

【特記事項】
手話ができる、もしくは手話を学ぶ意欲のある方が望ましい。日常生活や活動上タイ語の習得が必須。
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